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Abstract 

A two-year consultation was conducted for the regular classroom teachers of an elementary school where multiple children 

need special educational support. Class-wide support has improved the class group and individual class participation. This 

allowed classroom teachers to enhance support for other children and focus on individual support. 

 

キーワード 特別な教育的支援を必要とする児童，クラスワイドな支援，相互依存型集団随伴性 

 

I はじめに 

2012（平成 24）年に文部科学省が実施した全国実

態調査では，公立小学校の通常の学級において，学習

面あるいは行動面で特別な教育的支援を必要としてい

る児童生徒の割合は 7.7％に及ぶと推定された（文部

科学省,2012）。すなわち，35 人程度の学級を想定す

ると，そこには 2～3 人の特別な教育的支援を必要と

する児童が在籍している計算になる。しかし，小学校

の通常の学級では，一斉指導の中で多くの児童の多様

な学びのニーズに応える必要があるため，学級担任一

人でこうした児童一人ひとりに対して十分な支援を行

うことは容易ではない。 

このような現状に対して近年，応用行動分析の技法

を用いて，問題行動のある児童のみならず，学級全体

を支援の対象とするクラスワイドな積極的行動支援

（positive behavioral support）の取組がみられるよ

うになり，その有効性が報告されつつある（森・岡

村,2018; 長山・岡部・柘植,2020; 大久保・高橋・野

呂,2011; 佐囲東,2016; 佐囲東,2017; 佐囲東・加藤, 

2013; 関戸・田中,2010; 関戸・安田,2011）。たとえ

ば，関戸・安田（2011）は，問題行動を示す児童が 5

名在籍している小学校 4年の通常の学級に対して，当

該児童の授業参加行動の改善を目的とした取組につい

て報告している。そこでは，第一次介入としてクラス

ワイドな支援を行い，さらにそれだけでは授業参加行

動に改善がみられなかった 1名の児童に対して，第二

次介入として個別支援を行った。その結果，対象児童

全員の授業参加行動に改善が認められたことを報告し

ている。 

関戸・安田（2011）の実践は，Sugai and Honer

（2002）による「階層的予防モデル」を，わが国の学

校教育のシステムに適合させた「クラスワイドな支援

に基づいた２層モデル」（関戸,2017）の考えに基づ

く実践である。「クラスワイドな支援に基づいた２層

モデル」は，通常の学級に問題行動を示す児童が複数

存在する場合に，まずはクラスワイドな支援を実施

し，それだけでは問題行動の低減がみられない児童に

対して個別的な支援を行う介入方法である。この方法

は，担任に過度の負担をかけることなく，複数の児童

の問題行動を改善できる効率的な支援方法であると考

えられている（関戸・安田,2011）。 

しかし，どのような支援方法であっても，それを実

施する教員がその意義を理解し，主体的かつ適切に施

行しようとしなければ十分な効果が得られることはな

い。そのため，学級担任によるクラスワイドな支援を

有効なものとするためには，教師の動機づけを高める

とともに介入整合性の促進を図る必要性が指摘されて

いる（野口・加藤,2010）。また，学級全体が常に落

ち着かない状態であれば，児童の問題行動の生起頻度

が容易に高まることが予想されるように，集団として

の児童の関係性も支援効果に大きな影響を及ぼす。 

しかしながら，小学校の通常の学級では，単年度で

クラス替えが行われ，学級担任が変わることが多く，

児童にとっては大きな環境の変化となる。前年度に，

クラスワイドな支援や個別支援により改善された学級

集団や個の学習または行動の状況は，クラス替えや学

級担任が変わってもそのまま維持されるのであろう

か。維持されない場合は，どのような介入が有効なの

か。クラス替えにより学級集団の半数以上が入れ替わ

り，学級担任の性別や年齢，経験年数もさまざまであ

る小学校の通常の学級において，長期的で持続可能な

クラスワイドな支援の方法や効果を探ることは，必要
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不可欠な視点であるといえる。しかしながら，クラス

ワイドな支援の効果を環境の変化が伴った長期的な期

間で検証した研究は報告されていない。 

そこで本研究では，まず，授業中個別の配慮を必要

とする児童が複数在籍する小学校の通常の学級でのク

ラスワイドな支援と個別支援を組み合わせた取組が，

学級集団や個の授業参加状況に及ぼす効果を検証す

る。さらに，進級に伴いクラスや学級担任が変わって

もそれらの効果が維持されるか，２年間に渡ってその

効果を検証する。 

 

Ⅱ ３年Ａ組での取組（１年目） 

１．方法 

１）参加者 

 対象学級は，Ｘ市立Ｙ小学校３年Ａ組で，30 名

（男子 14 名，女子 16 名）が在籍する通常の学級で

あった。Ｙ小学校の３年生は 57 名（男子 26 名，女子

31 名）で，２クラスである。授業中の個別の配慮を

必要とする児童が複数在籍していること，それらの児

童のうち２名が，授業中に頻繁に大きな声を出した

り，離席したりすることで，学級全体に授業に関係の

ない言動が広がり，学級担任が集団として学習活動に

集中することが難しいと感じていたため，対象学級と

した。個別の配慮を必要とする児童として，次の２名

を対象とした。 

① 児童Ａ 

 Ａは，就学時に知的障害特別支援学級対象とされ入

学してきた。授業中，奇声をあげたり，大声で騒いだ

りすることが多い。離席もあり，教室から出て行って

しまうことがしばしばあった。 

② 児童Ｂ 

 Ｂは，医療機関から「ＡＤＨＤ，自閉スペクトラム

症の疑い」とされ，３年生から通級指導教室で学んで

いる。授業中，大声をあげたり，友達とのトラブルか

らの気持ちの切り替えが難しかったりして，授業に参

加できなくなることがあった。 

 Ａ・Ｂ以外にも，学級担任は，複数の児童に授業中

の個別の配慮を行っていた。 

 教職大学院で特別支援教育を学ぶ第一筆者がコンサ

ルタントとしてコンサルテーションを行った。コンサ

ルティは，対象学級の担任である 50 歳代の女性教諭

であった。コンサルティは，コンサルタントとともに

具体的な支援方法を話し合い，実施した。コンサルタ

ントは，コンサルティに対する学級集団および個別の

配慮を必要とする児童への支援の提案，助言，授業に

おける行動観察および記録を実施した。コンサルテー

ションは，201X 年８月から 201X+1 年３月の間に計 15

回実施した。 

 

 

２）手続き 

ベースライン期（201X 年 10 月～11 月） 

学級担任の授業の直接観察を行い，児童の授業に関

係のない行動の生起回数を１分間のタイムサンプリン

グ法で記録した。授業記録については，毎回，学級担

任が確認をした。授業に関係のない行動は，「授業に

関係のない発言，離席，授業の活動や課題に取り組ま

ないで別のことをしている状態」と定義した。 

支援期（201X 年 11 月～12 月） 

ベースライン期の記録を基に，学級担任とともに学

級集団の標的行動・支援方法を検討し，相互依存型集

団随伴性とトークンエコノミー法を取り入れた「３年

Ａ組 がんばろう大作戦！カード（以下カード）」を

作成した。標的行動は，「①じゅぎょうのじゅんび・

かたづけをしよう」「②チャイムをまもろう」「③か

だい（ノート・プリントなど）をやろう」「④先生や

友達のお話を『聴』こう」の４項目とした。標的行動

をまだ獲得していない児童にはそれらの獲得を目的と

した。すでに獲得している児童にはそれらを意識的に

実行させ，また，学級担任から強化される機会を増や

すようにした。標的行動④は学級集団とＡ・Ｂ等個別

の配慮を行っている児童に，標的行動③はＡ・Ｂ等個

別の配慮を行っている児童に獲得してほしいという学

級担任の願いが強かった。この２つに加えて，どの児

童もカードの得点が得られてカードに取り組む意欲が

高まるように，ほとんどの児童がすでに獲得している

と思われる標的行動②，ほとんどの児童が比較的容易

に獲得できそうだと思われる標的行動①の２つを選定

した。 

個人の得点が貯まると学級担任から賞状が与えら

れ，学級としての得点が貯まると児童たちが好きな図

工のイベントを実施できることとした。これらの手続

きについては，保護者にも伝え，児童たちが頑張って

いる項目について保護者からも称賛を得られるように

協力を求めた。 

カードの導入にあたって，カードの目的と手続きの

説明をするプレゼンテーションの資料・台本を第一筆

者が作成し，学級担任が児童に説明した。  

なお，３年Ａ組の授業中の行動における観察者効果

を検証するため，支援期（201X 月 12 月 20 日）に，

筆者がいない状況で学級担任が授業を行っている様子

をビデオで録画し，タイムサンプリング法で記録し

た。その結果，児童の授業に関係のない行動の生起率

は，他の支援期におけるデータと比べて大きな変化は

認められなかった。 

プローブ期（201X+1 年１月～３月） 

カードの取組を終了し，授業の直接観察を行い，学

級集団と個の適切な行動が維持されているかを検証し

た。また，学級担任と児童を対象に，カードの効果に

ついて質問紙調査を行った。併せて，支援方法および
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効果の妥当性を検討するために，学級担任及びこの学

級の授業を担当している教員（３名），校長の計５名

を対象に質問紙調査を実施した。 

 

２．結果 

１）クラスワイドな支援 

 ３年Ａ組におけるＡ・Ｂ以外の児童の授業に関係の

ない行動の生起率を図１に，Ａ・Ｂそれぞれの授業に

関係のない行動の生起率を図２・３に示す。 

カードの導入により，ベースライン期に平均 51.1 

％だったＡ・Ｂ以外の児童の授業に関係のない行動の

生起率が，支援期には平均 5.6％に減少した。また，

Ａはベースライン期に平均 33.1％だったが，支援期

は平均 13.5％に，Ｂはベースライン期に平均 69.1％

だったが，支援期は平均 27.0％に減少した。カード

の取組を終了したプローブ期において，Ａ・Ｂ以外の

児童の授業に関係のない行動の生起率は平均 0.8％

で，Ａは平均 9.6％，Ｂは平均 5.5％と授業参加状況

は改善したまま維持されていた。 

カード介入終了後，児童がこの取組をどのように感

じていたか検討するために質問紙調査を実施した。そ

れぞれの質問項目について，「授業に集中できる」
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図１ ３年Ａ組 授業に関係のない行動の生起率（Ａ・Ｂ以外） 
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図２ Ａの授業に関係のない行動の生起率 
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ベースライン期 

図３ Ｂの授業に関係のない行動の生起率 
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「うれしい気分」「大事なことを聞き逃さなかった」

「みんなが頑張っていたからぼくも頑張った」「自分

もみんなもよくなる」「ハッピーなクラスになる」等

の記述がみられた。 

 クラスワイドな支援により，学級集団及び児童Ａ・

Ｂの授業参加状況が改善したため，他の個別の配慮を

行っている児童への支援をさらに充実させることが可

能になった。 

 

Ⅲ ４年Ｂ組での取組（２年目） 

１．方法 

１）参加者 

 対象学級は，Ｘ市立Ｙ小学校４年Ｂ組で 29 名（男

子 13 名，女子 16 名）が在籍する通常の学級であっ

た。１年目の手続きを行った学年である。クラス替え

があり,２クラスとも学級担任が変わった。３年Ａ組

に在籍していた児童は 14 名（男子７名，女子７名）

であった。学級担任は，４月当初から児童Ａ・Ｂ（３

年Ａ組より進級）と児童Ｃの授業中の表れに負担感を

感じていた。個別の配慮を必要とする児童として，次

の３名を対象とした。 

① 児童Ａ：３年Ａ組より進級 

 ３年Ａ組における支援期以降，授業中に大声をあげ

たり，教室から出て行ってしまったりすることはほと

んどなくなっていたが，４年生に進級し，それらの表

れがまた見られるようになった。 

② 児童Ｂ：３年Ａ組より進級 

 ３年Ａ組における支援期以降，授業中に大声をあげ

たり，授業に参加できなくなったりすることはほとん

どなくなっていたが，４年生に進級し，それらの表れ

がまた見られるようになった。 

③ 児童Ｃ 

 Ｃは校内委員会で，多動性・衝動性があるとして共

通理解されていた。授業中，じっとしていることが難

しく，授業に関係のない発言が多かった。 

 前年度と同様に，教職大学院で特別支援教育を学ぶ

第一筆者がコンサルタントとしてコンサルテーション

を行った。コンサルティは，対象学級の担任である

20 歳代の女性教諭であった。コンサルティは，コン

サルタントとともに具体的な支援方法を話し合い，実

施した。コンサルタントは，コンサルティに対する学

級集団および個別の配慮を必要とする児童への支援の

提案，助言，授業における行動観察および記録を実施

した。コンサルテーションは，201X+1 年４月から

201X+1 年 11 月の間に計 21 回実施した。 

２）手続き 

ベースライン期（201X+1 年５月～６月） 

学級担任の授業の直接観察を行い，児童の授業に関

係のない行動の生起回数を１分間のタイムサンプリン

グ法で記録した。授業記録については，毎回，学級担

任が確認をした。 

支援期（201X+1 年６月～７月） 

ベースライン期の記録を基に，学級担任とともに学

級集団の標的行動・支援方法を検討し，相互依存型集

団随伴性とトークンエコノミー法を取り入れた「ミッ

ションノート（以下ノート①）」を作成した。ノート

に，３つの標的行動（「手をあげた回数」「発表した

回数」「発言のやくそく：じゅ業中はじゅ業の話をす

る，しつ問や意見があるときは手をあげて合図をす

る」）の遂行状況（守れた･･･〇，守れなかった･･･

△）を記録するシートを貼って使用する。〇が 10 個

で学級担任からもらえるシールや学級担任のコメント

等の記録を可視化するためにノート形式とした。 

標的行動については，学級担任と話し合い，授業中

に問題となる授業に関係のない行動を減らすことのみ

に焦点を当てないようにした。授業に主体的に参加し

ようとする意欲や自分の考えや意見を積極的に発表し

合うことで自分たちが授業をつくるという意識を向上

させ，望ましい授業参加態度を促進していく目的で，

挙手や発言の回数を記録することとした。ノート①に

貼るシートは，児童が記録する負担を感じないように

できるだけ簡単な手続きとした。個人の得点が貯まる

と，シールや学級担任からのコメントが与えられ，学

級としての得点が貯まると，学級の子どもたちが好き

なイベント活動を実施できることとした。                                        

ノート①の導入にあたって，児童にノート①の目的

と手続きの説明をするプレゼンテーションの資料・台

本を第一筆者が作成し，学級担任がプレゼンテーショ

ンを実施した。 

プローブ期（201X+1 年７月） 

 ノート①の取組を終了し，学級集団の授業参加状況

の直接観察を行い，適切な行動が維持されているかを

検証した。また，学級担任と児童を対象に，ノート①

の効果について質問紙調査を行った。併せて，支援お

よび効果の妥当性を検討するために，学級担任，この

学級の授業を担当している教員（３名）計４名を対象

に質問紙調査を実施した。 

３）信頼性の算出 

 対象学級と対象児童の授業参加状況について，

201X+1 年６月 22 日に，２名の記録者（第一筆者と第

二筆者である大学教授）が独立して，その一致率を算

出した。一致率は，「一致したインターバル数」／

「全インターバル数」×100 という数式によって算出

した。その結果，一致率は 95.1％であった。 

４）倫理的配慮 

 対象校校長と学級担任，対象児童（Ａ・Ｂ・Ｃ）の

保護者に対して，研究の目的，個人情報の保護につい

て説明を行い，同意を得た。 
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図４ ４年Ｂ組 授業に関係のない行動の生起率（Ａ・Ｂ・Ｃ以外） 
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図５ Ａの授業に関係のない行動の生起率 
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図６ Ｂの授業に関係のない行動の生起率 
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３．結果 

１）クラスワイドな支援 

４年Ｂ組におけるＡ・Ｂ・Ｃ以外の児童の授業に関

係のない行動の生起率を図４に，児童Ａ・Ｂ・Ｃの授

業に関係のない行動の生起率をそれぞれ図５，６，７

に示す。 

ベースライン期における児童Ａ・Ｂ・Ｃ以外の児童

の授業に関係のない行動の生起率は平均 36.2％で

あった。ＡとＢは３年Ａ組に在籍していた児童で，支

援期・プローブ期における授業に関係のない行動の平

均生起率がＡは 11.7％，Ｂは 17.7％であったのに対

し，次年度の４年Ｂ組のベースライン期には，Ａが

46.2％，Ｂが 59.8％と増加していた。 

 ノート①の導入により，Ｂ以外の児童の授業参加状

況が改善した。Ａ・Ｂ・Ｃ以外の児童の授業に関係の

ない行動の平均生起率は 2.0％，Ａは 6.4％となり，

Ｃはベースライン期の 34.8％から 13.4％に減少し

た。それに対してＢは教室で授業に参加できず，決め

られたクールダウンスペースで過ごすことがしばしば

あった（5/25，6/8，6/15，6/22，7/18，7/20）が，

支援期以降，授業に参加できる時には授業参加状況の

改善がみられるようになった（授業に関係のない行動

の平均生起率 8.0％）。６月 15 日には，学級担任よ

り，Ａ・Ｃの授業参加状況が改善してきていること，

特にＡについてはノート①の効果が大きいと思われ，

それにより，授業中のＣへの支援を充実させることが

できているとの報告があった。７月末にノート①の取

組を終了し，Ｂへの個別支援についてコンサルテー

ションを行っていくことを学級担任と確認した。学級

集団と個別の配慮を行っている児童の改善された授業

参加状況は，プローブ期においても維持されていた。 

ノート①を終了したところ，学級担任より取組を継

続していきたいとの申し出があったため，その後も

ノート②，ノート③と実践していった。ノート②・

ノート③には，先行研究（大久保・高橋・野呂,2011; 

Austin, Carr & Agnew,1999）で効果的とされている

視点を入れた。 

児童がノート①による取組をどのようにとらえてい

たかを検討するために質問紙調査を実施した。それぞ

れの質問項目について,「自分の良さを伸ばそうと努

力できる」「授業が楽しくなる」「スッキリして心が

穏やかになった」「みんなの頑張りが見えている」

「答えがわからないとき発表するとみんながアドバイ

スしてくれる」「みんな頑張っている」等の記述がみ

られた。 

２）個別支援 

 201X+1 年７月 27 日に学級担任，通級指導教室担当

教員と今後のコンサルテーションについて話し合いを

し，Ｂについては，「クラスワイドな支援」だけでは

適切な行動を獲得できなかったため，個別支援を行っ

ていくことを確認した。 

 コンサルテーションで個別支援を実施していくこと

について，Ｂの保護者に説明をし，同意を得た。ま

た，学校長，校内委員会にも説明をし，同意を得た。 

 行動観察や動機づけアセスメント尺度（Durand 

and Crimmins,1988）を用いてアセスメントを行

い，行動支援計画を立てた。Ｂが授業に参加できなく

なる時は，これから取り組む授業の活動や課題が理解

できないのではないかと不安になる時，苦手な漢字や

長い文章等を書く時が多かった。動機づけアセスメン

ト尺度でも授業中の活動や課題をしないで済むという

「逃避」が平均 3.5 点と一番高く，次いで「注目の要

求」が 2.8 点であった。 

Ｂが教室にいられない時のきっかけとなる先行事象

として，推測されていた特性としてのこだわりや切り

替えの苦手さというよりも，授業に参加していないこ

とによって「わからないかもしれない」，見通しがも

てないという不安や，文字を読む・書くこと（特に漢

字）への抵抗感が大きいことが考えられた。また，教

室から出るという行動には，そういった不安な課題や

苦手な課題に取り組まなくて済むという「逃避」の機

能があるととらえ，「競合行動バイパスモデル

（Crone and Horner，2003）」（図８）を作成し，

方略を実践していった。特に，離室したい時の約束を

明確にするためのシートを導入してから，教室から急

に出て行ったり，校内のどこにいるのか不明になった

りすることがなくなった。 

コンサルテーション終了後，201X+1 年 11 月 30 日

と 12 月７日に，効果の維持の観察記録を行った。

Ａ・Ｂ・Ｃ以外の児童の授業に関係のない行動の平均

生起率は 0.9％，Ａは 9.8％，Ｂは 7.3％，Ｃは 3.7％

とプローブ期の授業参加状況は維持されていた。 

 また，学級担任にコンサルテーションによる介入の

社会的妥当性に関する質問紙調査を行った。「合図を

決めてノートに書き込むという内容なので，子どもや

教師にとってシンプル（分かりやすい・指導しやす

い）で取組やすかった」「自分の成長が分かるところ

やがんばった分だけ認められる（シール・教師からの

コメント等）というところで，子どもがとても前向き

に取り組めた」「言葉ではなく◎○△の記号での記入

なので，短い時間の中で記録がとれた。また，自分の

行動の記録なので，どの子も難しく考えずに取り組む

ことができた」等，介入の結果・介入の受け入れやす

さについて肯定的な評価を得た。 

 

Ⅳ 考察 

 関戸（2017）は，「クラスワイドな支援を行うため

には，まず，特定の児童生徒が示す問題行動を含め，

学級の全児童生徒にとって課題となる行動をアセスメ

ントする。次に，その行動を向社会的な行動（社会に 
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受け入れられる行動）に置き換え，学級の全児童生徒

に共通する目標として設定し，学級全体で支援を進め

ていく」と述べている。本研究では，１年目・２年目

ともに，個と他の児童，個と学級集団との相互作用の

視点での実態把握に基づく相互依存型集団随伴性と

トークンエコノミー法によるクラスワイドな支援の手

だてにより，学級集団の授業参加状況が改善した。ど

ちらの学級にも，授業中，個別の配慮を必要とする児

童が複数在籍していたが，それらの児童の授業参加状

況にも良い影響がみられた。３年Ａ組においては，個

別の配慮を必要とする複数の児童を含めた学級集団の

状況が改善することで，授業を妨げることはないが授

業の課題に取り組まない児童への支援を充実させるこ

とができた。４年Ｂ組においては，授業中に，広く個

別の配慮を行うことが可能となり，クラスワイドな支

援のみでは改善しなかったＢの行動変容をもたらすこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セッティング事象 
に対する方略 

先行事象に対する方略 行動の指導に対する方略 後続事象に対する方略 

・朝食を食べて登校した

り、睡眠時間を確保し

たりすることができる

ように、保護者への働

きかけを継続する。 

・朝登校したら、通級指導

教室やパソコン室（担

任外による個別学習支

援の場）で体温調節を

させたり、話を聴いた

りして気持ちを落ち着

かせる。 

 

 

 

 
 

・授業に参加していない

ことにより、「わからな

いかもしれない」活動

に不安や苦手意識があ

るので、通級指導教室

で学習のフォローをす

る。 

・本時の見通しがもてる

ようにする。 

・「授業中に質問したい時

の約束」「離室したい時

の約束（指／カード／

シート）」を明確にす

る。 

・なぜこれらの約束が必

要か、本人が納得でき

るように説明する。 

・授業に参加したり、授業

中の課題に取り組んだ

りした時、称賛する（望

ましい行動を強化す

る）。 

 

・代替行動ができた時称

賛する（シールで可視

化）。 

 

セッティング
事象 

・空腹（朝食

抜き） 
・気温 
（暑い） 

・寝不足 

きっかけとな

る先行事象 
・苦手な学習 
（漢字・字を

書くこと） 

望ましい行動 
・先生に質問

したり、相
談したりし
ながら授業

に 参 加 す
る。 

行動を維持して
いる後続事象 
・先生にほめら

れる。 
・学習が理解で
きる。 

問題行動 

・授業に参加
しないで離
室する。 

 

行動を維持して
いる後続事象 

・苦手な課題に
取り組まずに
すむ。 

 

行動の機能 
・課題からの

逃避 

代替行動 
・約束したス
ペースで課

題に取り組
む。 

 

図８ Ｂの「競合行動バイパスモデル」 
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とができた。これらの成果は，関戸（2017）の「期待

されるクラスワイドな支援の成果（学級内に問題行動

を示す児童生徒が複数名いた場合でも，同時に支援を

行うことが可能なため，担任の負担を軽減できる。個

別支援を必要とする児童生徒を，結果的にスクリーニ

ングすることができる。このことは，取りも直さず個

別支援に対する担任の負担の軽減にもつながる。）」

を支持するものである。 

 学級の標的行動を自分自身の目標としてとらえるた

めには，相互依存型集団随伴性のシステムを理解して

いること，その標的行動に学級で取り組む意味を納得

していることが不可欠である。このため，２つの学級

の取組では，実施前に，手続きについてのプレゼン

テーションを行った。実際に使用するカードやノート

を示しながら，いつ，どのように行動するかを視覚的

に理解できるようにし，プレゼンテーション実施後す

ぐに手だてが導入できるよう準備した。実施後，しば

らくは，望ましい行動をしている児童を，標的行動や

カード，ノートの手続きと関連づけて称賛し，強化す

るようにする。そうすることで，実際の学校生活や授

業の中でどのように行動すれば良いのか他の児童のモ

デルにもなり，システムの理解が深まった。 

小島（2000）は，集団随伴性によって，仲間同士の

相互交渉が促進されることを指摘している。仲間への

援助や励まし，友情を示すコメントやジェスチャーな

どの適切な対人行動が高い頻度で出現し，集団随伴性

のほとんどの研究が，直接標的とした行動のほかに，

副次的に発生した行動についても検証を行っていると

述べている。また，宮木（2017）は，標的行動を般

化，維持させるためには，トークンエコノミーという

付加的強化随伴性を行動内在的強化随伴性に移行させ

ていくことを課題としてあげている。このように，他

の児童との相互評価や，課題の遂行そのものが強化刺

激として働くことは，標的行動の遂行状況を維持・般

化していくことに結び付くものと考える。 

 ２つの学級の取組において，学級担任から「個別の

配慮を行っている児童が安心できる居場所ができた」

「このノートがあることで，自分自身を高めることに

つながるという意識が子どもたちの中にある」「声を

かけ合ったり，認め合ったりする姿から，クラスのま

とまりを感じた」等の感想や，児童から「自分もみん

なも良くなる」「集中できる」「授業が楽しくなる」

「みんなの頑張りが見えている」「成績がアップする

し，自分に役立つ」「カードがあるとみんなが約束や

お話を聴けるようになる」等の感想を得た。これらの

感想は，本研究において，児童の間に副次的な効果や

「行動内在強化」が生じていたことを示すものであ

る。 

 このように，学級集団や個別の配慮を必要とする児

童の課題となっている行動の低減に留まるのではな

く，副次的な効果や「行動内在強化」が生じ，個と学

級集団との相互交渉が促進するようなクラスワイドな

支援を目指していくことが必要である。 

 進級による環境の変化により，前年度に改善し安定

していた学級集団や個別の配慮を必要とする児童の状

況は，部分的に集団としての成長はみられたものの，

そのまま維持しているとはいえなかった。個別の配慮

を行っていた児童についても，安定していた状況は維

持されず，授業に関係のない行動が大幅に増加してい

た。しかしながら，環境を整えること，クラスワイド

な支援を行うことで，学級集団の状況が再び安定し，

それに伴い，個別の配慮を必要とする児童が，新しい

学級担任が行う新しい学級集団での学習状況に適応で

きることが示された。 

真城（2003）は，「『特別な教育的ニーズ』論は，

単に『ニーズ』に応じた教育を構築しようとしている

のではない。対症療法的に子どもの課題を発見して，

それに対応するのではなく，『ニーズ』が生じている

『環境要因』を明確に洗い出し，子どもの学習環境，

とりわけ学校の環境を整えようとするための考え方で

ある」と述べている。 

 ２つの学級で確認された副次的な効果と，児童の間

に生じた「行動内在強化」が，児童の相互交渉を活性

化させるとともに学習に対する意欲や自己肯定感を高

め，「特別な教育的ニーズ」をもつ児童を包含した集

団として「良いクラス」「良い仲間」という認識とな

り，そのことがさらに副次的な効果や「行動内在強

化」となって望ましい学習集団の維持に結び付いたと

解釈することができる。 

 このことは，クラス替えや学級担任が変わる等，環

境が変化した時には，まず，環境との相互作用の視点

で学級集団と個の「特別な教育的ニーズ」の実態把握

をする必要性を示している。困難さを抱えた児童に対

する個別支援を進めようとする場合であっても，対象

児童が所属する学級全体への支援という視点を切り離

すことはできないのである。学級に所属するすべての

児童一人一人の困難さやニーズ，学び方のちがいを把

握した上で行うクラスワイドな支援は，個の支援とし

て，あるいは，個別支援を要する児童に対する予防的

な支援として機能することが期待されるものである。 
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